
4 「情報通信業」は首都圏の一都三県のみが全国平均を上回る   

産業大分類別の15歳以上就業者の割合を都道府県別にみると，「卸売・小売業」は  

福岡県が20．6％，「製造業」は滋賀県が26．5％，「サービス業（他に分類されないもの）」  

は東京都が18．3％と最も高く，平成12年からの増加率が最も高かった「医療，福祉」  

は長崎県が12．8％と最も高くなっている。また，「情報通信業」は東京都が6．8％と最  

も高く，次いで神奈川県が5．9％，千葉県が4．3％，埼玉県が4．0％と首都圏の一都三  

県のみが全国平均（2．7％）を上回っている。（表3－5）  

表3－5 産業（大分類）別15歳以上就業者の割合の上位3都道府県（平成17年）  

分  産  業  大  類第 1 位第  2  位第  3  位  

A農  

E 建  

F製  

H情  

Ⅰ運  

青森県（13・0％）  

秋田県（12．0％）  

儲賀県（26．5％）  

東京都（6．8％）  

∃千葉県（6・5％）  

庵同県（20．6％）  
東京都（3．5％）  

業
業
業
業
業
 
業
業
業
業
祉
 
 

岩手県（12．8％）  

沖縄県（11．7％）  

愛知県（26．0％）  

神奈川県（5．9％）  

埼玉県（6．2％）   

大阪府（20．1％） 千葉県（3．4％）  
大阪府（2．2％）  

山梨県（6．7％） 高知県（12．2％）   
奈良県（5．5％）  

山形県（2．1％）  

神奈川県（16．9％）  

長野県（12．4％）  

新潟県（11．7％）  

岐阜県（25．4％）  

千葉県（4．3％）  

大阪府（5，9％）   

宮城県（19．9％）  

埼玉県（3．1％） 神奈川県（2．2％） 京都府（6．5％）  
鹿児島県（12．0％）  

設
造
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輸
 
 

卸
金
不
飲
医
 
 

売
融
 
 

売
険
 
 
 

小
保
 
 

1
K
 
L
 
M
 
N
 
O
 
P
 
Q
R
 
 

動
店
 
 

食
 
 

油
 
 

産
宿
 
 

教 育 ， 学 習 支 援 業 京都府（5．8％）  
複 合 サ ー  ビ ス 事 業」島根県（2．2％）  
サービス業（他に分類されないもの）東京都（18．3％）  

沖縄県（5．4％）  

秋田県（2．0％）  

千葉県（15．8％）  

巨長崎県（5．3％）  公 務（他に分類されないもの）  ■、L竺竺－竺さ．＿＿J竺空県（5・7％）  
（注）全国の就業者数が50万人以上の産業を掲載  

5 就業者数の増加率が大きい職業は「サービス職業従事者」   

～このラろ休「ムヘル′トーソカな塘／カ敵方什捌か～  

15歳以上就業者数を職業大分類別にみると，「生産工程・労務作業者」が1663万人  

（15歳以上就業者数の27．0％）と最も多く，次いで，「事務従事者」が1208万人（同  

19・6％），「販売従事者」が881万人（同14．3％）などとなっている。   

平成12年と比べると，「サービス職業従事者」が9．8％増，「保安職業従事者」が4．9％  

増，「専門的・技術的職業従事者」が3．3％増などとなっている。（図3－3）  
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図3－3 職業（大分類）別15歳以上就業者数の割合一全国（昭和45年～平成17年）  

専門的・技術 事務  販売  サービス  生産工程・   保安職業   
的職業従事者 従事者 従事者 職業従事者 労務作業者  従事者  その他  

（注）「その他」に含まれるのは，「管理的職業従事者」，「農林漁業作業者」，「運輸・通信事業者」及び「分類  
不能の職業」である。   

15歳以上就業者の平成12年～17年の増加率を職業小分類（注）（就業者数10万人以  

上）別にみると，「ホームヘルパー」が144．9％増と最も増加率が大きく，次いで「介  

護職員（治療施設，福祉施設）」が94．9％増，「自動車組立作業者」が40．0％増などと  

なっている。（表3－6）  

（注）日本標準職業分類の364の小分類を国勢調査集計用として293区分に再編成した。  

表3－6 就業者数の増加率が大きい職業小分類上位20位  

一全国（平成17年）  

倒誅三∴‾‾忘 卜  ＼′U′   

順   
㌔職   業  
位  

就業者数  
（千人）  

小   分  類 十三  
平成  
17年  」ヱ竺 Lj写軍   
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6 宗教家  
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9 保育士  
10 こ倉庫作業者  
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 1）システムエンジニアとプログラマーの合計。  

（注1）平成17年の就業者数が10万人未満の職業小分類を除く。  
（注2）平成12年の就業者数は，平成17年職業分類により組み替えた結果による  
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Ⅳ 変化する世帯の姿  

1 一般世帯の1世帯当たり人員は2．60人と更に減少   

平成17年における一般世帯性）数は482：Z万世帯，世帯人員は1億2524万人で，1世  

帯当たり人員は2．60人となっている。このうち，「単独世帯」（一人暮らし世帯）は1333  

万世帯で，一般世帯全体の約3割（27．的乙）を占めている。   

一般世帯数の推移を昭和60年以降についてみると，一貫して増加が続いているが，  

平成12年以降は増加率が低下している。 また，一般世帯の1世帯当たり人員の推移を  

みると，一貫して減少を続けており，平成12年の2．67人から2．60人と更に減少してい  

る。（表4－1，4－2，図4－1）  
（注） 一般世帯とは，「施設等の世帯」以外の世帯をいう。「施設等の世帯」とは，学校の寮・寄宿舎の学生・  

生徒，病院・療養所などの入院者，社会施設の入所者，自衛隊の営舎内・艦船内の居住者，矯正施設の入  

所者などから成る世帯をいう。  

表4－1一般世帯数，一般世帯人員及び施設等の世帯人員の推移  

一全国（昭和60年～平成17年）  

般  世  帯  ヒ 施設等の世帯  

世帯数  世帯人員  1世帯当たり  
（千世帯）  （千人）   人員 （人）  

37，9別）  119，334  3．14   

46，782  124，725  2．67  

48，225  125，240       2．60  
2，690  2，211  0．15  
3，229  2，101  0．17  

2，882  1，079  －0．15  

1，442  515 L      －0．07   

・  ・  ＝  
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園4－1一般世帯数，一人暮らし世帯数及び1世帯当たり人員の推移  

一全国（昭和eト0年～平成17年）  
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（注）（）内の数値は，一般世帯全体に占める一人暮らし世帯の割合（％）。  
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表4－2 世帯人員別一般世帯数の推移一全国（昭和60年～平成17年）  

年  次  総数  1人  2人3人  
6，985㌻ 6，813  
8，3707，351  

10，0808，131  
11，743  8，810  

13，0479，228   
19．8  7．9   

20．4’10．6   
16．5  8．4  

4人5人 † L  

8，988  4，201  
こ 二 

・ 

7・9253，167  
7，779  2，908  

－2．2   9．4  

－5．8   －7．7  

4．3   －9．8  

－1．8 －8．2  

6人．7人以上  

1，9851，113  

1，9031，064  
1，713  948  

1，449 776  

1，279  657  

－4．1  －4，4  

－10．0 10．9  

－15．4－18，1  

－11．8 15．4   

年
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千
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帯
）
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37，980  7，895  
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43，90011，239  
46，7さ；2 12，911  

48，22513，327  

6，6   14．9  

2
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年
 
 

1
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6
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2
7
1
2
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成
 
昭
平
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率
％
 
 3．1   3，211，1 4．7  

一般世帯数を都道府県別にみると，東京都が569万世帯と最も多く，次いで大阪府  

が352万世帯，神奈川県が348万世帯などとなっており，鳥取県が20万世帯と最も少な  

くなっている。平成12年と比べると，沖縄県が7．9％増と最も増加率が大きく，次いで  

東京都が6．0％増，滋賀県が5．7％増などとなっており，これらを含む12都道県で全国  

平均（3．1％増）を上回っている。  

1世帯当たり人員を都道府県別にみると，福井県が3．13人と最も多く，次いで山形  

県が3．09人，佐賀県が3．02人などとなっており，これらを含む34県で全国平均（2．60  

人）を上回っている。 一方，最も少ないのは東京都で2．17人，次いで鹿児島県が2．31  

人，北海道が2．33人などとなっている。平成12年と比べると，すべての都道府県で1  

世帯当たり人員は減少している。（表4－3．，図4－2）  

図4－2 都道府県別1世帯当たり人員（平成17年）  
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■乙90以上  

匪2．65～2．90未満  
［コ2．40～2．65未満   

2．40未満   
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表4－3 一般世帯数及び1世帯当たり人員一都道府県（平成12年，17年）  

平成12年～17年の増加  山般世帯数  
（千世帯）   

平成i7年   12年  

1世帯当たり人員  
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2 「夫婦と子供から成る世帯」は減少，l‘夫婦のみの世帯」は増加   

一般世帯数を家族類型別にみると，「夫婦のみの世帯」は966万世帯（一般世帯数の  

20．0％），「夫婦と子供から成る世帯」は146くL万世帯（同30．4％），「ひとり親と子供か  

ら成る世帯」は410万世帯（同8＿5％），「その他の世帯」は650万世帯（同13．5％），「単  

独世帯」（一人暮らし世帯）は1333万世帯（同27．6％）となっている。   

これらの推移をみると，「夫婦のみの世帯」と「ひとり親と子供から成る世帯」は  

高い増加率が続いており，平成12年～17年はr‘夫婦のみの世帯」が9．3％の増加となり，  

「ひとり親と子供から成る世帯」が14．7％と大幅な増加となった。一方，「夫婦と子供  

から成る世帯」は平成2年～7年には0．9％，7年～12年には0．8％の減少となってお  

り，12年～17年は1．9％と更に減少している。また，一人暮らし世帯は，平成2年～7  

年には19．7％と高い増加率となっていたが，7年～12年は14．9％増，12年～17年は  

3．2％増と，増加率は低下している。（表4－－4，4－5，図4－3）  

表4－4 世帯の家族類型別一般世帯数の推移一全国（平成2年～17年）  

一 般 世 帯 数   家 族類型膏√面呑 

（千世帯） （％）  

平 
i2山年  畏7年…12竺」、華」筆立＿＿  

世 帯 の 家 族 類 型  

数40，670 43，90C・46，782！48，225100、0100．OlOO－0≡100．0  総  

∴三∴一三 

．一二 

夫 婦 の み の 世 帯6，2947，61§■8，835ミ9，65715▲5三17．4   

27．6i27．6  

58．4；58．9  

、 

、．  夫婦と子供から成る世帯 15，172   

ひとり親と子供から成る世帯 2，753  

そ  の 他  の  世  帯 7，063  

15，032：14，919 14，641 37．3 34．2  

3，10さ；喜3，578L4，1056・87・17・6弓 8・5  

6，90ト6，5396，495√17．415．7亡14．O13．5  

表4－5 世帯の家族類型別一般世帯数の増減数及び増減率の推移一全国（平成2年～17年）  

増  減  数  増  減  率  

‘） ・・  

譲二商√丁高二  

世 帯 の 家 族 類 型 」  
，「  

平成2年～  
7年 12年ト 17年   12・年  

、肝1 2，8821 1，442  
1，672 r  416  

1∫5721 1，070  

1，216   822  

‾■113j 279  469  527  

－362  －44  

17年  

数 3，229  7．9  6．6  

19．7   14．9  

6  6－1  

21．1  16．0  

－0・9 －0・8  

12．9r  15．1  

1
 
2
 
9
 
3
 
9
 
7
 
7
 
 
 

3
 
3
 
3
 
9
 
1
 
4
 
0
 
 

－
1
 
 

単独世帯（一人暮らし世帯） 1・850  

核 家 族 世 帯1，542   

夫 婦 の み の 世 帯   1，325   

夫婦と子供から成る世帯 竜   139   

ひとり親と子供から成る世帯  356  

そ  の  他  の  世  帯 －162   2・3 －5・2童  
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国4－3 t般世帯の家族類型別割合の推移 一 全国（平成2年～17年）  

核家族世帯   

一般世帯数のうち6歳未満親族のいる世帯は504万世帯（一般世帯数の10．4％）と  

なっている。 6歳未満親族のいる世帯の一般世帯数に占める割合の推移をみると，平  

成2年以降減少が続いており，少子化の進行が反映している。（表4－6）  

表4－6 6歳未満親族のいる一般世帯数の推移一全国（平成2年～17年）  

「一画一面軒頂二百面前三占め古画膏  

軋 
“一 

」肇〕  
㌃  

亘＿ヱ聖Ⅳ山車17年7年 
一  般  世  帯  数  

般 世 帯 総 数 廟67043，90恒46，78248，225  

うち 6歳未満親族のいる世帯 ヲ5，7775，38町5，3565，036  

100，0100．0100．0 100．0  

14・212・3ll・410・4  
「－▼  r」．．＿．＿＿ ＿＿＿＿．」 ＋＋＿＿＿．． ＿  

3 「一人暮らし高齢者」は100万人以上増加し．400万人を超える  

傾芳崖のJ以に7人 ′亮i齢女陛の5人仁7人力†十人者らL－  

（注） 「一人暮らし高齢者」とは，65歳以上の一人暮らしをいう。   

65歳以上親族のいる一般世帯数は1798万世帯で，平成12年と比べると，294万世帯  

（19．5％）増となっている。 一般世帯に占める割合は，平成7年の29．1％から12年に  

は32・2％，17年には37．3％となっており，高齢化の進行を反映している。   

65歳以上の親族のいる一般世帯数を家族類型別にみると，「核家族世帯」が875万世  

帯と最も多く，次いで65歳以上の者が子供夫婦や孫などと同居しているなどの「その  

他の世帯」が519万世帯となっており，「一人暮らし高齢者」は405万人となっている。   

65歳以上親族のいる一般世帯の家族類型別割合の推移をみると，「核豪族世帯」と「一  

人暮らし高齢者」の割合が急速に増加している。（表4－7，図4－4）  
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表4－7 世帯の家族類型別65歳以上親族のいる一般世帯数の推移一全国（平成7年～17年）  

65歳以上親族のいる一般世帯数  割  

（刊 （ 

平成7年 平成ホ「壷  

Jヘ ロ  

世 帯 の 家 族 類 型  

65歳以上親掛る一般世帯数12・78015，04517・984 
を2呂：：）モ三2：2）  

） 

・ 

ひとり親と子供から成る世帯  975  1，2531，648   7．6  8．3  
その他の世帯  5・416 5，215  5, 190 42・4   34・7  

毎）（）内の数値は，一般世帯に占める65歳以上親族のいる一般世帯の害恰  
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国4－465歳以上親族のいる一般世帯の家族類型別割合の推移一全国（平成7年～17年）  

核家族世帯  

i J」－－ 「  

0  20  40  60  80  100  

（％）  

「一人暮らし高齢者」（405万人）は，平成12年と比べると，102万人（33・5％）増  

となっており，また，65歳以上人口に占める割合も15．1％と，12年（13．8％）と比べ  

ると1．3ポイント上昇している。   

これを男女別にみると，男性が113万人，女性が292万人で，女性が男性の2・6倍にな  

っている。また，「一人暮らし高齢者」の65歳以上人口に占める割合は，男性が9・9％，  

女性が18．9％となっており，高齢男性の10人に1人，高齢女性の5人に1人が一人暮  

らしとなっている。（表4－8）  
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表4－8 男女別「一人暮らし盲齢者」数の推移【全国（平成7年～17年）  

福
．
．
－
．
 
 

∵
 
∴
．
．
‥
．
 
 

口
 
 

人
 
 

上
 
 

以
 
 

歳
 
 
 

一人暮らし高齢 65歳以上人口に  
音数（千人） 占める割合（％）  

2，202  12．1  

3，032  13．8  

4，047  15．1  

460  6．1  

742  8，0  

1，127  9．9  

1，742  16．2  

2，290  17．9  

2，921  18．9  

人
 
 
 

千
 
 

総
成
 
（
平
 
 
 

年
年
年
 
 
 

7
 18，261  

22．005  2
 
7
 
 

1
 
1
 
 0

 
 

2
 
 
 

8
 
 
 

6
 
 
 

2
 
 

午
年
年
 
 
 

2
 

7
1
1
7
 
 

成
 
 

（
平
 
 

7，504  

9，222  

11，371  

10，757  

12，783  

15，449  

4 持ち家率は64．3％に上昇し，1世帯当たりの住宅の延べ面積は95．2ポに拡大  

～＃ろ鼻毛 7茸芳当たグの庄宕の屋ペ廟箆＃／こ産物敵－   

住宅の所有の関係別に一般世帯数（注）（一4743万世帯）をみると，「持ち家」が3048万  

世帯（住宅に住む一般世帯数の64．3％）と最も多く，次いで「民営の借家」が1212万  

世帯（同25．5％），都道府県営住宅や市町村営住宅の「公営の借家」が206万世帯（同  

4・3％），社宅や公務員宿舎などの「給与住宅」が138万世帯（同2．9％），「都市再生機  

構・公社の借家」が95万世帯（同2．0％）などとなっている。   

一般世帯数に占める持ち家の割合（持ち家率）を平成12年と比べると，3．2ポイン  

ト上昇している。（表4－9）  

（注）住宅の所有の関係別の一般世帯数は，住居以外（寄宿舎・寮や病院・学校・旅館・会社・工場・事務所など）  

に居住している世帯を除く。  

表4－9 住宅の所有の関係別一般世帯数の推移一全国（昭和60年～平成17年）  

般 世  構 帯   

給与住宅間借り  「¶丁一‾ 総数持ち家  

60年 36，64022，617  

2年 39，31924，060  
7  42，61425，633  

年  次  
機・公  
社の借家   

借家  借家  
ト  
334  

325  

374  

549  

450  

実数≡  840】8，970  1，950  

878ilO，2161，843   
一  
＼  

1，930  

1，997  

2，111  

2，190  （千世帯）  

割 合  

（％）  

12 45，693i27，905  17 宇47，432ト町483  
昭和6d車i元1㌻ 61．7  
平成2年100・0】 61・2  
7 100．0 60．2  
12  100，0 61．1   
17100・0軋3  

2，056   94512，1161，381   

5．3  2．3   24．5  5．3  

4・8 

≡二㍗ 設㍗ 三二三   
2・126・9  3・9  
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1世帯当たりの住宅の延べ面積は95．2niとなっており，平成12年の91．3nfを3．9Ⅰ運  

上回っている。これを住宅の所有の関係別にみると，「持ち家」が121．9Ⅰ正と最も広く，  

次いで「給与住宅」が60＿6Ⅰ音，「公営の借家」が52，5r迂，「都市再生機構・公社の借家」  

が50．2d，「民営の借家」が44．4njなどとなっており，持ち家と持ち家以外との問には  

約2～3倍の開きがある。（表4－10）  

表4－10 一般世帯の住宅の所有の関係別1世帯当たりの住宅の延べ面積  
一 全国（平成’7年～17年）  

（111～）  

都市再生  
機構・公  

社の借家  

年  次  
総 数  持ち家  

1世帯当たりの硝 
＝ 

持ち家率を都道府県別にみると，富山県が83．9％と最も高く，次いで秋田県が  

80．1％，三重県が79．4％などとなっている。 一方，最も低いのは東京都で47．2％，次  

いで沖縄県が53．6％，福岡県が55．6％などとなっている。平成12年と比べると，沖縄  

県を除く都道府県で持ち家率は上昇している。（表4－11）  

1世帯当たりの住宅の延べ面積を都道府県別にみると，富山県が156，9Ⅰポと最も広  

く，次いで福井県が146．0Ⅰポ，秋田県が139．一1ポなどとなっている。一方，最も狭いの  

は東京都で65．9Ⅰゼ，次いで大阪府が76．1ポ，神奈川県が77．4rdなどとなっており，最  

も広い富山県と最も狭い東京都との間には2－4倍の開きがある。平成12年と比べると，  

すべての都道府県で1世帯当たりの住宅の延べ面積は拡大している。  

（表4－11，図4－5）  
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図4－5 都道府県別一般世帯の1世帯当たりの住宅の延べ面積（平成17年）  
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表4－11一般世帯の持ち家率及び1世帯当たりの住宅の延べ面積  
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平成17年国勢調査の概要  

調査の目的   

国勢調査は，我が国の人口，世帯，産業構造等の実態を明らかにし，国及び地方公  

共団体における各種行政施策の基礎資料を得ることを目的として行われる国の最も基  

本的な統計調査である。調査は大正9年以来ほぼ5年ごとに行われており，平成17年  

国勢調査はその18回目に当たる。  

調査の時期   

平成17年国勢調査は，平成17年10月1日午前零時（以下「調査時」という。）現  

在によって行われた。  

調査の地域   

平成17年国勢調査は，我が国の地域のうち，国勢調査施行規則第1条に規定する  

次の島を除く地域において行われた。  

（1）歯舞群島，色丹島，国後島及び択捉島  

（2）島根県隠岐郡隠岐の島町にある竹島  

調査の対象   

平成17年国勢調査は，調査時において，本邦内に常住している者について行った。  

ここで「常住している者」とは，当該住居に3か月以上にわたって住んでいるか，又  

は住むことになっている者をいい，3か月以上にわたって住んでいる住居又は住むこ  

とになっている住居のない者は，調査時現在いた場所に「常住している者」とみなし  

た。  

調査の事項   

平成17年国勢調査では，男女の別，出生の年月など世帯員に関する事項を12項目，  

世帯の種類，世帯員の数など世帯に関する事項を5項目，合計17項目について調査し  

た。  

調査の方法   

平成17年国勢調査は，総務省統計局一都道府県一市町村一国勢調査指導員一国勢  

調査員の流れにより行った。   

調査は，総務大臣により任命された約85万人の国勢調査員が調査票を世帯ごとに  

配布し，取集する方法により行った。また，調査票への記入は，原則として世帯が行  

った。  
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問い合わせ先  

総務省統計局統計調査部国勢統計課審査発表係  

〒162－8668 東京都新宿区若松町19番1号  

担当：米澤課長補佐，寺田係長  

TEL：（代表） 03（5273）2020 内線4399  
（直通） 03（5273）1156  

FAX  O3（5273）1552  
Eメール  c－－Shinsa＠stat．go．jp  

FAXサービス 03－5273－1110（3310＃）  

インターネットホームページ http：／／www．stat．go．jp／  

＊結果の概要は，統計メールニュースでも配信しています。   

メールニューースのお申込みは，統計局ホームページから。   



資料3－3－－2  

平成17年国勢調査の集計体系  

虐  

集 計 区 分  集 計 内 容  舅  
タ  

萄   

速  要計表による男女別人口及び世帯数  
人口集計   の早期提供  
報  

集  

計   
全調査事項に係る主要な結果の早期  ／J    提供       芸   ㌢ 

第1次基本集計  人口，世帯，住居に関する結果及び    外国人，高齢者世帯等に関する結果  

基  

本  
人口の労働力状態，就業者の産業別  ブ  

集  
いる世帯等に関する結果  菊  

計  

第3次基本集計  慧及び母子世帯等  プ  

チ 霜 六」  

抽出詳細集計  
就業者の産業，職業別構成などに関  ／」 ま  
する詳細な結果   

＃ 六  

従業地・通学地による人口の基本的 プ  
従  構成及び就業者の産業別構成に関す  ＋ナ  

葦  
る績果   ＃ 六  

地  

プ  
通  

従業他による就業者の職業別構成に        う  

学  
関する結果  

＃ 六  

地  
集  
計   
その3   

従業地による就業者の産業，職業別  
構成に関する詳細な鯖果  

大   

第1次基本集計に関  人口，世帯．住居に関する基本的な  
小  事項の結果  

て  
地  
する集計   匹     別構成に関する基本的な事項の筒果  
域  
第3次基本集計に関  就業者の職業別構成等の状況に閲す  
集  る基本的な事項の積果  

計  

特別 集計  （必要に応じ上記以外に特別集計を行モ   

従業地・通学地集計  常住地による従業地・通学他に閲す     その1に関する集計  る基本的な事項の結果  

…職  
；業  全国結果の  
ト分  表章地域   公表予定時期  結果の公表・提供  

き類  

全国，  
鯖果表を閲覧に供する方法  
等によって公表。人口は官  

全数   都道府県， 市区町村  平成17年12月    報に公示。おって，報告書  

を刊行。   

、小  全国，  結果表を閲覧に供する方法  

ト分 類   約 1／100   都道府県， 人口20万以上 の市  平成18年6月   等によって公表。おって， 報告書を刊行。   
集計が完了した都道府県か  

ら順次．結果表を閲覧に供  
する方法等によって公表。  

平成18年10月     人口及び世帯数（確定人  
口・世帯数）については数  
回に分けて官報に公示。  

おって，報告書を刊行。   

こ  全数  全国． 都道府県，  
タ  市区町村  

集計が完了した都道府県か  
ら順次，結果表を閲覧に供  
する方法等によって公表。  

ヽ  
おって，報告書を刊行。  

分  平成19年12月   
引  

＼小  全国，  

㌢分  同  上   

吾類  市区町村   

ヽ  
｝－  平成19年3月   

全国，  
全数   都道府県，  

ゝ  市区町村  集計が完了した後，結果表  

ヨ  
を閲覧に供する方法等に  

ヨ   
よって公表。おって．報告  
書を刊行。  

コ  
全国，  

〉 頁  中 分 類  抽出   都道府県， 人口10万以上  
の市   

町丁・字等．  

基本単位区   集計が完了した都道府県か  
ら順次，結果表を閲覧に供  

岳 E  

する方法等によって公表。  
該当する基本 の公  

全数  集計等表  

大  
後，速やかに  

分  公表。  
メッシュその他の地域区分  

短  
による統計の編成，標本調  

査基礎資料の作成等の利用  
に供する予定。  

i。）   

1）「産業分類」及び「職業分類」欄は，該当する分類を用いた集計結果があることを示す。  

2）「表草地域」欄は，該当集計区分で集計する地域を表しているが，すべての統計表がその  

地域まで集計されているわけではない。   




